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２００７年１０月１５日 

２００７－１６１ 
 

指静脈認証による「入退管理システム」をアジア地域で販売開始 

HID 社の IC カードと組み合わせた、さらにセキュリティレベルの高いシステムも実現 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 日立製作所(執行役社長:古川 一夫／以下、日立)は、このたび、指静脈認証による海外向け「入退管

理システム」を製品化し、10 月から中国で販売を開始し、順次、販売地域をアジア地域に広げていきます。 

本製品は、指静脈認証により、ドアの開錠と入退管理を行う装置です。本製品は、1 つのドアに設置して

単体での入退管理ができるほか、ネットワークを介してサーバと複数の本製品を接続し、複数のドアの入

退管理をする大規模システムへの適用も可能です。また、指静脈による認証にくわえ、HID Global(本社：

米国・カリフォルニア州、社長：デニス・ハバート)製の ICカード「iCLASS カード」の本製品専用 ICカードと

組み合わせて利用することも可能です。これにより、さらにセキュリティレベルの高い入退管理システムも

実現できます。 

 

 日立は、1997 年から中央研究所を中心に指静脈認証技術の研究開発を開始して以来、多数の特許を

取得しています。現在では、ユビキタス情報社会の進展に伴い、生体認証のなかでも偽造困難で機器の

小型化が可能であり、指静脈認証へのニーズは高まっています。日立は、グループ会社とともに、この指

静脈認証技術を活用した ATM 用の認証装置をはじめ、入退管理システム、PC ログイン装置などを製品

化し、日本国内のさまざまな分野へ活用されています。なかでも、ATM 用の認証装置は、生体認証導入

を表明している金融機関の約8割（2007年 3月末時点）に採用されるなど、デファクトスタンダードとなりつ

つあります。 

 

 こうした日本国内での認知度の向上に伴い、海外でも指静脈認証への注目が集まっています。 

 これまで、日立グループでは、入退管理システムをシンガポールなどの東南アジア市場を中心に提供

するなど、実績を積み重ねてきました。また、今後大きな市場が見込まれる米国においても、信金中央金

庫(理事長：中平 幸典／以下、信金中金)ニューヨーク支店（支店長:原田 一人）のオフィスへの入室管

理システムに指静脈認証製品が採用されるなど、広がりが見込まれます。 

指静脈認証入退管理システム 
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 日立は、今後も、指静脈認証技術で高セキュリティ生体認証システムのデファクトスタンダードを目指す

ほか、安心・安全・快適なユビキタス情報社会の実現に向けて、さまざまな市場ニーズに応えられるソリュ

ーションを創造していきます。 

 

■ 販売目標 

今後大きな成長が見込まれるフィジカルアクセスセキュリティ分野向けに 3,000 台/年（初年度） 

 

■ 指静脈認証システムの特徴と仕組み 

指静脈認証技術は、日立が開発した生体認証技術で、体内にある指の静脈パターンを用いて認証する

ものです。指静脈パターンは体内にある情報であり、成りすましや偽造が極めて困難です。指に光を透過

させて、静脈画像を撮影する透過光方式を採用しており、形状が複雑な細かい静脈画像まで取得が可能

で、直接センサ部に触れることなく高い認証精度を持ちます。また、装置もコンパクトで、ATM の本人認証、

PC ログインや入退管理の他にも自動車などさまざまな分野への応用が期待されています。 

 

■ 「日立指静脈認証ソリューション」ホームページ 

 http://www.hitachi.co.jp/fingervein/ 
 

■ HID Global 社のホームページ 

 http://www.hidcorp.com/japanese/index.php 

 
■ 他社所有商標に関する表示 

記載の会社名、製品名は、それぞれの会社の商標または登録商標です。 
 
■ 本件に関するお問い合わせ先 

株式会社日立製作所 セキュリティ・トレーサビリティ事業部 

ユビキタスセキュリティ本部 【担当：土屋、三村】 

〒２１２－８５６７ 神奈川県川崎市幸区鹿島田８９０ 日立システムプラザ新川崎 

ＴＥＬ ： ０４４－５４９－１２７０（ダイヤルイン） 

E-Mail : fingervein@ml.itg.hitachi.co.jp 
 
■ 報道機関からのお問い合せ 

株式会社日立製作所 情報・通信グループ 広報部 【担当：米山】 

〒１４０－８５７２ 東京都品川区南大井６丁目２７番１８号 日立大森第二別館 

ＴＥＬ ： ０３－５４７１－８９００ (ダイヤルイン) 

E-Mail : koho@itg.hitachi.co.jp  

 
以上 
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表1. 認証装置(FVTC700)(*) ハードウェア仕様 

No. 項目 仕様 備考 

1 端末タイプ 壁取り付けタイプ ─ 

2 認証方法 

①カードのみ 

②カード + 指静脈 

③カード + PIN 

④指静脈 + ID 

⑤指静脈のみ 

⑥ID + PIN 

⑤「指静脈のみ」認証の場合、 

1 端末での認証は、最大 64 人 

（128 指（2 指/人）となります。 

カード登録最大数は、50,000 人

です。 

3 指静脈認証 6,000 指（3,000 人） = 2 指/ID 

システム全体で 3,000 人分（6,000

指）のうち、端末に対し最大3,000

人分の指静脈データの格納が可

能。 

4 カードインターフェース 
HID iCLASS (16k/2)FVTC700 専用カード対応 

通信周波数：13.56MHz 
カード内に指静脈 2 指分格納 

プロセッサユニット：130（H）×192（W）×105（D）mm ─ 
5 寸法 

コントローラユニット：100（H）×140（W）×27（D）mm ─ 

6 通信 TCP/IP（100baseTx Ethernet）、26bit Wiegand I/F ─ 

4TTL レベル入力 ─ 

扉：開（1 入力） ─ 

鍵：施錠（1 入力） ─ 
7 ドアコントローラ入力 

予備（2 入力） ─ 

1 リレー出力：施錠/解錠出力選択（DC30V/2A） 

1 リレー出力：アラーム出力（DC30V/3A） 
─ 

8 ドアコントローラ出力 

（Wiegand 26bits） ─ 

9 駆動電源 DC12V（DC18V-8V） ─ 

10 消費電力 1.0A(DC12V 時) ─ 

 

表 2. 入退管理専用ソフトウェア（*） 

No. 項目 仕様 

1 データベース用ソフトウェア 

（SQL） 

サイト/個人情報/履歴管理データベースソフト 

Microsoft® SQL Server 2005Express 対応 

2 ターミナル管理用 

サイトマネージャソフト(SM) 

認証ターミナル管理ソフト 

・FVTC700 サイトマネージャ： 

CL を用いて定義された FVTC700 ターミナルを管理するためのミドル 

ウェア 

・サイトマネージャ： 

CL からの操作を端末に伝えるための中継の役目をします 

3 クライアントソフト（CL） 静脈の登録、カード発行、履歴表示、システムメンテ用ソフトウェア 

使用 PC 基本仕様 ・Pentium 4 以上 

・RAM 512MB 以上(推奨：1GB) 

・HDD:30GB 以上 

・LAN ポートが最低 1 ポート 
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 クライアントソフト 

（CL） 
USB2.0 I/F ポートが最低 1 ポート 

カードリーダ用 RS232C ポートが最低 1 ポート 
5 対応 OS ・Windows XP Professional SP2 English Edition 

・Microsoft Windows 2003 Server English Edition 

(*1) 製造：日立情報制御ソリューションズ(本社：茨城県日立市、取締役社長：茅根 修) 

 

■ 他社所有商標に関する表示 

・ Microsoft、Windows は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における商標または登録商標です。 

・ その他記載の会社名、製品名は、それぞれの会社の商標または登録商標です。 

添付資料 



------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 


	指静脈認証による「入退管理システム」をアジア地域で販売開始
	販売目標
	指静脈認証システムの特徴と仕組み
	「日立指静脈認証ソリューション」ホームページ
	HID Global 社のホームページ
	他社所有商標に関する表示
	本件に関するお問い合わせ先
	報道機関からのお問い合せ
	添付資料


